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　（要旨）
1989年から起きた東欧民主化革命によって中・東欧諸国に市場経済が導入され，多くの民間
企業が誕生した。それにともない，中・東欧諸国において管理会計はひとつの専門領域として
認識されるようになった。本稿は1990年以降の中・東欧諸国における管理会計の発展およびそ
の研究動向について考察した。その結果，管理会計の変化をもたらす要因として業績評価の必
要性等の内生的な要因や外部規制の変化等の外生的な要因があることが確認された。また，業
績評価システムの発展に関して，非財務的評価指標が利用されつつあること，戦略的な業績評
価を用いる企業がまだそれほど多くないこと，カスケードの良否ならびに報酬システムとのリ
ンクが企業の業績を向上させるための要因であること，そして企業の報酬システムと業績評価
システムが適切にリンクされていないことが確認された。管理会計の今後の発展を考える際に，
経済状況等のマクロの側面による要因を考慮に入れる必要もある
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1　はじめに

1989年から起きた東欧民主化革命によって，
ポーランドやハンガリーをはじめ，多くの中・
東欧諸国（Central and Eastern European 
Countries）が相づいて民主化した。政治体
制の転換にともない，経済システムにおいて
も従来の計画経済から市場経済へと転換した。
経済体制の変化によって私企業の設立が認め
られるようになり，市場経済のもとで商業活
動が急速に成長してきている。法令の整備ま
たは資本市場の制度や仕組みの構築とともに，
中・東欧諸国では多くの民間企業が新たに誕
生した。
このように，市場経済に関する新しいシス
テムが相次いで中・東欧諸国に構築されてい
くなか，企業の会計情報に関する需要や関心
が高まってきている。外部報告を中心とする
財務会計に関する法規や基準はもちろん，企
業内部で利用される，経営管理活動をサポー
トするための管理会計技法に関する認識や導
入も多くの中・東欧諸国で展開されてきた。
管理会計をひとつの専門領域として認識する
人々が増えることにつれ，中・東欧諸国の企
業には多くの管理会計技法が導入されるよう
になった。また，学術界では管理会計に関す
る教育や研究が盛んになってきており，中・
東欧諸国における管理会計の発展や変化につ
いて多くの研究がなされてきた。
1990年代に経済体制が転換し，さらに2000
年代にEUへの加盟が相次いで実現した中・
東欧諸国には，多くの日本企業が進出してお
り，日本と中・東欧諸国との国際貿易額が増
加しつつある。中・東欧諸国は日本にとって，
経済的にも戦略的にも重要なパートナーにな
りつつあることは言うまでもない。しかし，
中・東欧諸国における管理会計の変化につい
て，日本の学術界による研究はこれまでほと
んどなされてこなかった。日本の人々にとっ
て，中・東欧諸国における管理会計の動向を

知ることは極めて難しい状況にあると言わざ
るを得ない。
この事実を受け，本稿は1990年以降，中・

東欧諸国における管理会計の発展および研
究動向について，中・東欧諸国の研究者が
行った複数の先行研究を考察することを通じ，
中・東欧諸国における管理会計の現状を把握
し，変化の実態を明らかにすることを研究の
目的とする。そうすることによって，少しで
も中・東欧諸国の管理会計に対する関心を日
本の人々に喚起できればと切に願う。

2　市場経済の導入

中・東欧諸国1）という言葉はいったいどの
ような国々を指しているかについて，実はそ
の定義が明白でない場合が多い。たとえば，
Warner et al．（2005）によると，中・東欧
諸国は多くの場合，チェコ，ハンガリー，ポー
ランド，スロバキア，ならびにスロベニアな
どの国々をさす言葉である。一方，中・東欧
諸国の一員として考えても良いという国々に
関して，先行研究の中でもっともその範囲
が広いのはRejc Buhovac and Zaman Groff
（2012）である。彼らは上記の₅か国に加え，
アルバニア，ボスニア・ヘルツェゴビナ，ブ
ルガリア，クロアチア，エストニア，ラトビ
ア，リトアニア，マケドニア，モンテネグロ，
ルーマニア，ならびにセルビアの11カ国も中・
東欧諸国に含まれるとする。本稿では中・東
欧諸国の定義はさておき，その範囲がもっと
も広いRejc Buhovac and Zaman Groff（2012）
の意見に準拠し，これらの16か国における管
理会計の変化に関する先行研究を中心に考察
する。
政治制度の転換にともなって1990年代から

相次いで計画経済から市場経済にシステム
転換を行った中・東欧諸国はそれ以降，目
覚ましい経済発展を成し遂げてきた。Dombi
（2013）によると，政治・経済システムを転
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換してからの中・東欧諸国における経済発展
を理解するのに，2012年までの期間を3つの
時期に分けて把握すると良い。第1の時期は
1990年から1994・1995年までの転換危機の時
期（period of the transformation crisis）で
ある。第₂の時期は1995年から2007までの
力強い成長および追い付きの時期（period of 
robust growth and catching up）である。そ

して第₃の時期は2008年以降のグローバル経
済危機の時期（period of the current global 
economic crisis）である。
第1の時期は経済システムが転換した直後

で，政治・経済や社会制度における大きな変
化によって不安定な要素が数多くあったため，
GDPや就業率等がそれまでの時代と比較し
て大きく下落した。一方，第2の時期は図表

図表₁　実質GDPの年平均成長率

（出所）Dombi（2013），454ページ，一部修正。

図表₂　一人あたりの購買力平価GDP（ドイツ＝100）

（出所）Dombi（2013），455ページ，一部修正。
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1に示すように，中・東欧諸国は世界でもっ
ともダイナミックな経済発展を成し遂げた地
域のひとつであるといえる。この時期はさら
に前期（1996年−2001年）と後期（2002年−
2007年）に分けることができる。前期ではす
でに一部の国において大きな成長が見られた
が，後期ではとくに多くの国が目覚ましい経
済成長を見せ，GDPの年平均成長率が5％
を超えた国は７つもある。図表2に示すよう
に，一人あたりの購買力平価GDPから見て
も，この時期にはドイツとの間の差が約27％
も縮小した。第3の時期は米国に発端した
リーマン・ショックによるグローバルな経済
危機が生じた時期であり，中・東欧諸国では
ポーランドを除き，経済の後退が見られた。
市場経済の導入によって企業の私有化が認
められるようになり，中・東欧諸国では多く
の私企業が1990年以降に設立された。次節で
はこれらの企業における管理会計の発展につ
いて考察する。

₃　管理会計の萌芽

第二次世界大戦が終了した後，中・東欧諸
国は社会主義国となったため，この地域にお
ける会計システムは主に旧ソビエト連邦の会
計システムをベースにしたものであった。計
画経済のもとでは，利益を得るためにどのよ
うな製品を製造すべきか，あるいはどの市場
にどのような製品を提供すれば良いかといっ
た市場経済の世界においてよくある経営管理
上の課題は存在していなかった。そのため，
経営意思決定や業績評価等に管理会計情報を
利用するといったような，市場経済における
管理会計情報に対する需要はほとんど見られ
ない。Enthoven et al．（1992）は，計画経
済の時代では，中・東欧諸国における原価計
算や管理会計は独立した専門領域ではなく，
財務会計の中に含まれていた場合が多いと指
摘している。たとえば，当時のエストニア企

業では原価計算の技法のいくつかが利用され
ていたが，それは財務会計，統計処理，ある
いは中央集権管理のために利用されていたに
すぎないとHaldma and Lääts（2002）は分
析している。
1990年代から政治・経済システムの転換に

ともない，これまで存在していなかった私企
業のための会計制度を中・東欧諸国に導入
する際に，様々な問題が起きた。たとえば，
Bailey（1995）によると，企業会計そのもの
の発展や進化は先進国のそれと異なる形で行
われている。というのも，その発展や進化は
いわゆる商業活動による需要から生じるとい
う内生的なものというよりも，先進国の制度
や基準を行政の指導で国内に移植するという
外生的なものであるからである。先進国のよ
うに，経済環境や商業活動等の需要に応じて
企業会計が自然な形で変化するというわけで
はない。また，企業会計の仕組みを熟知する
専門人材がほとんどいないため，企業会計の
業務を担当できる専門家を充分には確保でき
ないおそれがある。
一方，管理会計は主として企業内部で利用

される会計情報であるため，外部からの基準
や法規によって導入しなければならない場合
は財務会計と比較して極めて少ない。米国
管理会計人協会（Institute of Management 
Accountants）の2008年の報告書によると，
管理会計は，経営者による戦略の策定および
遂行をサポートするために，経営管理上の意
思決定，計画や業績評価システムの考案，あ
るいは財務報告や統制に対する専門意見の提
供，という専門分野である。この定義からも
わかるように，企業内部における経営管理上
の需要に加え，管理会計の変化は常に企業の
置かれる外部環境から大きな影響を受けてい
る。たとえば，Emmanuel et al．（1990）は，
企業の管理会計の設計は，企業が直面してい
る価格，製品の種類，製造技術や流通システ
ム等における外部競争に影響されると指摘し
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ている。
主に先進国の研究者で議論されてきた，管
理会計が変化する理由は，中・東欧諸国の
政治・経済の転換期における管理会計の変
化にも当てはまる場合が多い。たとえば，
Haldma and Lääts（2002）は，1990年代の
エストニア企業における管理会計の変化をも
たらす要因として，セグメントや部門に関す
る業績評価への需要，専門知識を有する人材
の確保，あるいは情報技術の進化等の内部的
要因に加え，企業会計法をはじめとする法規
や基準の適用等による外部規制の変化，企業
の私的所有が認められたという企業所有の形
態の変化，あるいは1997年に起きた東アジア
経済危機による景気の後退等が，エストニア
における管理会計の変化をもたらす外部的要
因であると分析している。

₄　各国における管理会計の進化

中・東欧諸国は各々の国において管理会計
についての研究がなされているが，ここでは
代表的な例としてポーランド，リトアニア，
ならびにエストニアの₃か国における管理会
計の進化について考察することにする。

⑴　ポーランド企業における管理会計の展
開
他の中・東欧諸国と同様に，計画経済の時
代においてポーランドの管理会計や原価計算
の実務は，経済活動に関する集権的な計画
または支配によって形成された。たとえば，
Szychta（2002）によると，ポーランド政府
が企業の原価計算実務に関して支配的な原則
や指針を制定し，そこから国家レベルの経済
統計データや納税額に関する情報を収集して
いた。会計制度そのものは政府が国有企業を
支配するために道具であるため，経営管理の
ための情報提供という機能は重要視されてこ
なかった。

Griff（2014）によると，ポーランドでは
1991年に会計原則（Decree on the Principles 
of Accounting）が公表され，そして1994年
に会計法（Act of Accounting）が制定され
た。1991年に発足した新しい会計制度や規制
にともない，私企業のための管理会計または
原価計算システムがポーランド企業に導入さ
れるようになった。この新しいシステムのも
とで，利益計画等のような経営管理上の目的
のために管理会計または原価計算情報を提供
することが可能となった。すなわち，ポーラ
ンド企業はようやく，会計情報に対する需要
に応じて，管理会計に関するさまざまな技法
を利用することが許されるようになった。と
くに1992年から，企業における管理会計技法
の導入や運用に多くの人々が関心をもち始め，
管理会計の発展が加速し始めた。
Szychta（2002）は，ポーランドにおける

管理会計の発展に影響を与える要因として，
以下のものが挙げられると指摘している。

◦会計規制の変化や，エネルギー産業，ヘ
ルスケア・サービス，社会福祉システム
における構造的変化の発生。

◦国内市場における競争の加速。
◦経済のグローバル化がもたらす国際的な
経済環境の変化。

◦企業所有の形態の変化。
◦新しい企業の設立。
◦証券市場の発展。
◦情報処理や通信技術の革新。
◦企業の経営者や従業員の管理会計に対す
る知識の向上。

60のポーランド企業における管理会計実
務に関する実証的な検証を行った結果，Szy-
chta（2002）はポーランドにおける管理会計
の発展に残された課題として，以下の4点を
提示した。
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◦戦略管理会計というカテゴリーに対して，
企業の経営者や管理会計担当者が知識や
理解を深めなければならない。
◦企業の部門レベルまたは個々の従業員レ
ベルにおいて，さまざまな新しい管理会
計技法を応用できるようにならなければ
ならない。
◦管理会計に必要なシステマティックな
IT技術を導入しなければならない。
◦企業における管理会計担当者の重要性を
社会に認識してもらわなければならない。
 
一方，Wnuk-Pel（2010）はケース・スタディ
の方式で活動基準原価計算（Activity-Based 
Costing；ABC）を導入したポーランド企業

における管理会計の変化について調査を行っ
た。図表₃に示すように，利用される管理会
計の技法に関しても，組織構造に関しても，
活動基準原価計算の導入によって良い変化が
見られたとWnuk-Pel（2010）は分析している。

⑵　リトアニア企業における管理会計の進
化

リトアニアはバルト三国の一員として，エ
ストニア，ラトビアとともに1990年代に旧ソ
ビエト連邦から独立し，社会主義国から民
主主義国に変わった。経済に関しても他の
中・東欧諸国と同様に，社会主義をベースに
した計画経済から資本主義に基づいた市場経
済に転換した。企業会計に関する法規や基準

図表₃　活動基準原価計算を導入したポーランド企業における管理会計の変化

（出所）Wnuk-Pel（2010），103ページ。
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も政治・経済システムの転換にともなって発
展してきた。Wolrd Bank（2007）の報告書
やLegenzova（2007）によると，1990年から
2000年までの間，リトアニアにおける企業会
計において，発生主義会計の導入，財務報告
の開示内容に関する規定，企業会計による税
金算定の規定，あるいは株式会社の財務報告
を開示する義務などの発展が成し遂げられた。
さらに，2000年以降は会社法などが制定され，
国際会計基準の規定との調和が図られてきた。
一方，管理会計に関しても，私企業が相次
いで設立されるとともに，多くの管理会計実
務がリトアニア企業に導入されるようになっ
た。たとえば，Strumickas and Valanciene
（2009）は₄社のリトアニア企業に対してイ
ンタビューを行い，財務情報や経営管理情報
に基づき，これらの企業で用いられている管
理会計実務について検証した。その結果，以
下の事象が見られたと彼らは指摘している。

◦企業のライフサイクルにおける異なるポ
ジションによって，異なる管理会計の実
務が適用されている。
◦企業のタイプによって，適用される管理
会計の実務やその複雑度が異なる。
◦株主または経営陣の期待・目標，あるい
は財務成果等が管理会計実務の変化に直
接な影響を与えている。
◦企業のタイプによって，管理会計実務の
変化する速度が異なる。

⑶　エストニア企業における管理会計の特
徴
エストニアはリトアニアと同様にバルト三
国の一員として，1990年代から，政治体制の
転換とともに，計画経済から資本主義に基づ
いた市場経済に転換した。社会主義の時代で
は，エストニアにおける管理会計は前述した
ように，独立した専門分野というよりも財務
会計に含まれる形で原価計算の目的を果たす

ためにあった。したがって，計画経済から市
場経済に転換した1990年前後，エストニア企
業にとって管理会計というのは新しい概念で
あるとHaldma and Lääts（2002）は指摘し
ている。
企業会計に関する規定が1990年にエストニ

アに新たに導入されてから，管理会計の概念
もエストニア国内で急速に広まった。たとえ
ば，エストニア大学は1992年から，管理会計
を独立した専門科目として新設した。また，
エストニア会計法（Estonian Accounting 
Law）が1995年に適用されるようになってか
ら，多くのエストニア企業は計画経済時代に
用いられていた従来の原価計算技法から，市
場経済に対応できるような管理会計技法の導
入へと方向転換を行った。
 Haldma et al．（2007）はコンティンジェ
ンシー理論2）に基づき，エストニア企業に
おける管理会計実務の発展について調査を
行った。その結果，以下の現象が見られた。

◦市場や顧客の側面がエストニア企業の業
績評価システムに与える影響は増えつつ
ある。とくに，中小企業では顧客収益性
や顧客別貢献利益分析といった顧客志向
的な業績評価指標が普及してきている。

◦活動基準原価計算を導入する企業が大幅
に増加している。

◦財務的評価指標が依然として重要とされ
ながらも，顧客満足度や持続的成長等の
非財務的評価指標の重要性が多くの企業
に認識されるようになった。

◦調査対象の約半数の企業において，総合
的な業績評価システムが構築されている。

◦非財務的な側面の重要性を認識している
ものの，バランスト・スコアカード（The 
Balanced Scorecard）のような包括的な
戦略マネジメント・システムを導入して
いる企業はまだ少ない。
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５　業績評価システムの発展

企業における業績評価は長期間にわたって，
研究者たちが関心を寄せる課題のひとつであ
る。いわゆる業績評価システムは，経営管理
者が組織におけるさまざまな活動を管理また
は維持するために用いる，情報をベースとし
た正式な日常の業務または手続きである。こ
れまで，いわゆるすぐれた業績評価システム
はSimons et al．（2000），Reilly and Ramb-
hala（2001），あるいはNeely（2002）が指摘
するように，企業目標の達成と個々の従業員
の行動とのリンケージを明確にし，それらの
行動と目標との整合性を取り，そして業績に
ついてのフィードバックをタイムリーに行な
う等の役割を果たさなければならないとされ
てきた。
近年，良好な業績評価システムは多面的な
業績評価，業績評価システムの戦略的連携
（strategic alignment），業績評価のカスケー
ド3），ならびに業績評価と報酬システムとの
リンクといった4つの構成要素からなると
考えられている。Rejc Buhovac and Zaman 
Groff（2012）は，この4つの構成要素から，中・
東欧諸国の企業における業績評価システムの
発展について分析した。

⑴　多面的な業績評価
先進国においても，これまで，主に会計数
値をベースとした財務的成果を用いて経営管
理上の意思決定を行う企業が数多く存在して
いた。しかし今日，多くの企業の業績評価シ
ステムには財務的な評価に加え，無形資産，
人的資本，顧客ロイヤリティ，あるいは革新
的な情報システムといった品質，業務プロセ
ス，または人材育成や社内インフラの整備に
関連する非財務的な側面についての評価も設
定されている。1990年代初期から市場経済に
移行してから，中・東欧諸国ではこのテーマ
に関する研究が増えつつある。その中で，企

業が意思決定を行う際に利用される財務的評
価指標と非財務的評価指標に関する研究が数
多くなされてきた。
たとえば，Pärl（2006）によると，中・

東欧諸国の企業における業績評価システム
はまだ財務的な業績に偏っている場合が多
い。しかし，Marc et al．（2010）やRejc and 
Slapničar（2004）は，エストニアやスロベニ
アの一部の大企業では多面的な業績評価が用
いられていると指摘している。一方，Zoltay 
et al．（2008）は，業績評価システムとマ
ネジメント・コントロールとの関係につい
て，長期間にわたるデータによる検証を行っ
た。彼女らは，中・東欧諸国の企業では，非
財務的評価指標の重要性に対する認知度とそ
のような指標を実際に利用している程度との
ギャップが徐々に解消されてきているという
結論に達した。
以上の先行研究による研究成果をふまえ，

中・東欧諸国の企業における業績評価システ
ムは概ね，財務的な評価だけに頼っているも
のから，非財務的な要素も含む多面的な業績
評価を行うものへと移行しつつあると見ても
良いであろう。また，中小企業と比較して大
企業のほうがより包括的な業績評価システム
を好む傾向が見られる。しかし，このような
結論は残念ながら，すべての中・東欧諸国に
当てはまるわけではなく，国によってその適
用程度に差が存在しているとRejc Buhovac 
and Zaman Groff（2012）は指摘している。

⑵　業績評価システムの戦略的連携
言うまでもないことであるが，財務的な側

面と非財務的な側面を含む多面的な業績評価
システムを用いる企業は，個々の戦略や戦略
的な成功要因に関する情報を提供する業績評
価指標を重要視しているはずである。業績評
価システムの中には一連の目標や指標が含ま
れており，これらの目標や指標は筋の通った
因果連鎖によってリンクされ，互いに良い影
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響を与え合うと想定されている。このような
業績評価指標は企業戦略を形成する際に欠か
せないものであると考えられている。戦略の
策定や遂行をサポートするための業績評価シ
ステムの機能のひとつは，企業のミッション
または戦略によって設定された目標を達成す
るためのコントロール手段を提供することに
あるといえる。したがって，経営戦略の策定
や遂行が課題とされる現代企業にとって，業
績評価指標は組織の戦略や能力を反映するも
のでなければならない。 
このテーマに関して，中・東欧諸国でもっ
とも多く行われているのは業績評価システム
の戦略的連携についての研究であり，戦略的
業績評価の範囲や本質がこれらの研究によっ
て検証されている。たとえば，Slavik（2001）
はスロバキア企業を分析対象として検証した
結果，日常的な業務のための業績評価と比較
して，戦略的な業績評価を用いるスロバキア
企業はまだそれほど多くないという事実を明
らかにした。一方，Aver and Čadež（2009）
はスロベニア企業を研究対象にした調査を
行った。その結果，所属する産業によって程
度に違いがあるが，スロベニア企業における
管理会計の担当者が戦略的なマネジメント・
プロセスに深くかかわっていることが立証さ
れた。

⑶　業績評価のカスケード
前述した多面的な業績評価の仕組みや企業
戦略との連携は，業績評価システムの内容に
関する要因である。それに対し，ここのカス
ケードはシステムの利用方法（プロセス）に
関する要因である。カスケードは，企業の上
層部で考案されたミッションや策定された戦
略等を現場の人々の業務へと落とし込むプロ
セスである。業績評価システムの中に有効な
カスケード・プロセスを構築することができ
れば，経営者や従業員を含む利害関係者が同
じ方向に向かって協力し合って努力するよう

な理想の状況が作り出されると考えられてい
る。すなわち，企業のミッションや戦略を従
業員に理解させ，その方向に向かって努力さ
せることが業績評価の目的であるかぎり，業
績評価システムには企業の戦略的目標を現場
レベルまで落としこみ，より具体的で測定可
能な仕組みを構築する必要性が出てくる。
中・東欧諸国においてこのテーマに関する

先行研究は数多く行われているわけではない
が，バランスト・スコアカードを導入してい
る企業を研究対象とした実証研究がいくつ
かなされた。たとえば，Bodnár and Dobák
（1998）はハンガリー企業を対象にバランス
ト・スコアカードの利用状況について調査を
行い，それらの企業の大半はバランスト・ス
コアカードを企業全体というよりも，一部の
組織のみに導入していることを明らかにした。
一方，Pučko and Čater（2008）はバランスト・
スコアカードを導入しているスロベニア企業
を分析対象として検証を行った。その結果，
スコアカードを全社レベルで導入しない限り，
その効果は発揮できないという結論が導き出
された。また，Rejc and Slapničar（2007）は，
カスケードの良否ならびに報酬システムとの
リンクは企業の業績を向上させるために欠か
せない2つの要因であることを主張している。
たとえ企業がバランスト・スコアカードのよ
うな総合的なマネジメント・システムを導入
したとしても，この2つの要因を確実に考慮
に入れないかぎり，企業の業績を向上させる
ことはできないとRejc and Slapničar（2007）
は考えている。

⑷　業績評価と報酬システムとのリンク
従業員のモチベーションを高めるために，

報酬システムと従業員の業績を連動させるこ
とがしばしば企業によって行われている。す
ぐれた報酬システムは，業績評価システムと
組織の業績とをつなげるという重要な役割を
担っている。なぜなら，このような報酬シス
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テムには，戦略を実行する方向性へと従業員
に導くことができるとされるからである。
この種の研究の中で，Bodnár et al．（2007）
はハンガリー企業を分析対象に検証を行い，
従業員のモチベーションを高められるような
すぐれたマネジメント・システムを構築する
ことができなければ，バランスト・スコアカー
ドの運用は失敗に終わるという結論に達し
た。一方，Hočevar et al．（2001）は外資系
企業がスロベニアで設立した子会社における
業績評価システムと従業員の報酬システムと
の関連性について調査を行った。業績評価シ
ステムと報酬システムとの間に適切なリンク
がない場合，その報酬システムは企業を部分
最適に導くおそれがあるという分析結果が導
き出されている。Rejc Buhovac and Zaman 
Groff（2012）は，中・東欧諸国の企業において，
報酬システムと業績評価システムが適切にリ
ンクされている状況にはまだ至っていないと
結論づけている。

６　おわりに

本稿は1990年以降の中・東欧諸国における
管理会計の発展およびそれに関する研究の動
向について考察してきた。1989年に東欧民主
化革命が起きてから，中・東欧諸国には政治
体制の転換にともなって市場経済システムが
導入された。経済体制が転換した後の中・東
欧諸国は目覚ましい経済発展を成し遂げた。
それにともなって多くの日本企業がこの地域
に進出するようになり，中・東欧諸国は日本
にとって重要なパートナーになってきている。
しかし，中・東欧諸国における管理会計の変
化についての研究はこれまで，日本はでほと
んどなされてこなかった。本稿は中・東欧諸
国の研究者が行った複数の先行研究を考察す
ることを通じ，中・東欧諸国における管理会
計の現状について把握し，そして管理会計の
変化の実態を明らかにした。

社会主義時代において，中・東欧諸国にお
ける会計システムは主に旧ソビエト連邦の会
計システムをベースにしていた。政治・経済
システムの転換にともない，市場経済におい
て必要な会計制度がすみやかに導入された
が，その導入には，国内における商業活動の
需要による内生的な要因というより，先進国
の制度を国の政策によって外生的に導入され
たという問題点や，企業会計の知識を十分に
有する人材が不足していたという課題があっ
た。一方，計画経済の時代では，原価計算や
管理会計は独立した専門領域ではなく，財務
会計の中に含まれていたため，統計処理や中
央集権管理のために利用されていたにすぎな
い。市場経済に転換してから，管理会計の変
化をもたらす要因として，業績評価の必要性
等の内生的な要因や外部規制の変化等の外生
的な要因が例として挙げられる。
業績評価システムの発展は中・東欧諸国に

おける管理会計のテーマとして，多くの先行
研究がなされてきた分野である。一部の大企
業は非財務的な側面を含む多面的な業績評価
指標を用いているが，財務的な業績評価指標
に偏っている企業は少なくないことが判明し
た。ただし，非財務的評価指標の重要性がよ
り認識され，非財務的評価指標の利用が増え
てきていることが報告されている。一方，日
常的な業務のための業績評価と比較して，戦
略的な業績評価を行っている企業はまだそれ
ほど多くないという現象が見られる。さら
に，業績評価システムにおける戦略へのカス
ケードの良否ならびに報酬システムとのリン
クは企業の業績を向上させるために欠かせな
い2つの要因である。また，たとえバランス
ト・スコアカードのような総合的なマネジメ
ント・システムを導入したとしても，この2
つの要因を確実に考慮しないかぎり，企業の
業績を向上させることはできないと思われる。
そして最後に，中・東欧諸国において，企業
の報酬システムと業績評価システムが適切に
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リンクされている状況にはまだ至っていない
という事実が先行研究によって確認された。
以上は，中・東欧諸国における管理会計の進
化についての先行研究から得た示唆である。
2008年の米国のリーマン・ショックによっ
てグローバルな経済危機が発生し，2010年頃
から欧州諸国で債務危機が続いてきた。言う
までもないことであるが，企業はこのような
マクロ側面の危機に対して慎重に対応しなけ
ればならない。しかし，中・東欧諸国に限ら
ず，管理会計分野においては残念ながら，こ
のような課題をテーマにした先行研究がほと
んど見られない。
しかし，Van der Stede（2011）が指摘す
るように，マクロにおいて経済や金融の危機
が生じたことによって，企業に対する情報開
示の規制がより一層厳しくなり，多くの企業

は管理会計情報を含むより詳細で，より多く
の情報を公表することを余儀なくされる。た
とえば，アメリカの証券取引委員会は2010年
の初めからアメリカの上場企業に対して，取
締役会の役割，経営陣を監視するプロセス上
のリスク，あるいは経営陣の報酬システムや
このようなシステムがもたらす経営上のリス
クに関する情報4）の開示を求めるようになっ
た。このような情報開示はコーポレート・ガ
バナンスの強化が狙いであるが，その経営陣
の報酬，業績評価，あるいはリスク・マネジ
メントはいずれも，管理会計とは深いかかわ
りのあるテーマである。したがって，管理会
計の今後の発展を考える際に，このようなマ
クロの側面による要因を考慮しながら，より
広い範囲での検討が必要となってくるのでは
ないだろうか。

〔注〕
1）日本外務省の組織として欧州局の中・東

欧課（Central and South Eastern Europe
Division）がある。その業務内容は「独，
墺，スイス，リヒテンシュタイン，ポー
ランド，ハンガリー，チェコ，スロバキ
ア，ブルガリア，ルーマニア，アルバニ
ア，マケドニア，スロベニア，クロアチ
ア，ボスニア・ヘルツェゴビナ，ギリ
シャ，キプロス，セルビア，モンテネグ
ロ，コソボ，ウクライナ，ベラルーシ，
モルドバに関する外交政策」と明記され
ている（http://www.mofa.go.jp/mofaj/
annai/honsho/sosiki/oushu.html）。しか
し，経済や経営分野における海外の先行
研究では，中・東欧諸国は主に1990年か
ら，社会主義国から政治・経済体制の
転換を行った国々（NIS諸国を除く）を
指す場合が多い。本稿はRejc Buhovac 

and Zaman Groff（2012）が提示した範
囲に依拠することにする。

2）組織の置かれた環境や条件に関係なく，
あらゆる組織に共通して有効と認められ
る組織原則の確立が中心テーマとなる伝
統的な組織論に対し，このような普遍主
義を否定し，「環境が異なれば有効な組
織は異なる」という立場をとるのがコン
ティンジェンシー理論である。

3）⑶で詳述するが，カスケードは企業の上
層部で考案されたミッションや策定され
た戦略等を現場の人々の業務へと落とし
込むというプロセスを意味する。

4）この情報はManagement s̓ Discussion 
and Analysis of Financial Condition and 
Results of Operations（MD＆A）という，
経営者による財務状態および経営成績の
討議と分析に関する情報である。
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（Abstract）
After the revolutions of 1989 Central and Eastern European countries have undergone 

fundamental economic changes, which have also affected the operations of private companies. 
Management accounting practices in Central and Eastern European countries came to be 
recognized as one of the professional area. This paper discusses the development and trends 
of management accounting in Central and Eastern European countries. I found that there 
are some factors such as the change of accounting regulations and the need for performance 
measurement that affect the change in management accounting. In addition, in considering 
the study of management accounting in the future, it is necessary to take into account the 
factors such as macroeconomic conditions.


